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はじめに







　同じ 18 歳の投票率は 34.68％となり、前回 2016 年参院
選の 51.28％から 16.60 ポイント下がった。また、2017 年衆
議院議員総選挙の 18 歳投票率は 50.74％だった。ちなみに
2019 年、18 歳と 19 歳を合わせた投票率は 31.33％とさらに
















































　2009 年、麻生首相が解散を予告した翌日の 7 月 14 日から




















…」などと、担当する 3 年 1 組の『授業ノート』には生徒の
感想が並んでいた。
１．３　18 歳選挙権の行使





アンケートで、18 歳生徒の 62 名中 50 名が投票所に出向い




【表２】本校 18 歳と全国 18 歳の投票率









































































































0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
て主体的に担う
0 0 0 0 0 0 0
ことができる力を身に付けさせること」（傍点
は筆者）とした。














































































[ 意見を表明する権利 ] がある。18 歳未満の子どもたちは、
保護され最善の利益を受ける対象というだけでなく、自分の
要求や願いを表明し実現していく権利がある。その [ 意見 ]









　2016 年 2 学期終業式の日、生徒会の代表者が初めて職員
会議の場で自分たちの要望を訴える機会があった。その内容
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